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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第56期

第２四半期
連結累計期間

第57期
第２四半期
連結累計期間

第56期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 25,532,321 27,910,472 55,947,932

経常利益 (千円) 2,787,631 3,048,941 6,306,376

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 1,898,666 2,047,902 4,212,989

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,582,264 2,892,732 4,103,693

純資産額 (千円) 48,676,292 50,397,339 50,169,406

総資産額 (千円) 66,556,704 68,691,695 70,986,399

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 99.27 108.15 220.89

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 99.22 108.07 220.76

自己資本比率 (％) 73.07 73.27 70.61

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,527,105 911,835 4,731,048

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 722,705 1,587,504 △1,923,827

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,024,356 △ 3,183,724 △3,548,042

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 6,733,271 4,088,533 4,781,787
 

 

回次
第56期

第２四半期
連結会計期間

第57期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 47.19 52.01
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 当社は当第２四半期連結会計期間より「株式給付信託（取締役向け）」及び「株式給付型ＥＳＯＰ信託」を

導入しております。

「１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均

株式数の計算において控除する自己株式には当該信託の保有する自己株式を含めております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常

な変動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更は

ありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループの報告セグメントは一つのため、セグメント別の記載はしておりません。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日～平成29年９月30日、以下「当第２四半期」と

いう）におけるわが国経済は、大企業を中心とした企業業績や雇用環境の改善が見られ、比較的

堅調に推移いたしました。一方、世界情勢は不確実性が高く、依然留意が必要な状況で推移いた

しました。

このような事業環境のもと、当第２四半期の連結売上高は、279億10百万円（前年同四半期比

9.3％増）となりました。

 
部門別状況は次のとおりであります。

＜研究・産業機器部門＞

科学機器分野では、民間企業の積極的な研究開発需要に支えられたことに加え、当社電子カタ

ログを顧客購買システムに直接接続して研究機材を購入いただくｅコマース型集中購買による売

上が30％超伸長したことで全体を牽引し、売上高は158億30百万円（前年同四半期比9.7％増）と

なりました。

また、製造現場を対象とする産業機器分野は、電子部品業界をはじめとした広範な民間企業の

旺盛な需要に支えられクリーンルーム向けの消耗品や設備品が好調に推移したことと共に、製造

現場を主力とするインターネット通販業者向けの売上も40％弱伸長し、売上高は64億69百万円

（同13.9％増）と好調に推移しました。

この結果、研究・産業機器部門の当第２四半期の売上高合計は222億99百万円（同10.9％増）と

なりました。

＜病院・介護部門＞

病院・介護部門では、医療費抑制など医療機関を取り巻く厳しい経営環境が続いているなか低

価格帯の商品に注力し、処置用や院内感染防止等の消耗品やバイタルサイン測定機器等の売上を

伸ばしました。また、９月には介護施設を対象にしたカタログ「ナビ助」の第２号を発刊し需要

喚起を図りました。

この結果、病院・介護部門の当第２四半期の売上高は56億10百万円（同3.4％増）となりまし

た。

 
販売費及び一般管理費につきましては、56億23百万円（前年同四半期比10.3％増）となりまし

た。これは、売上増に伴う運賃・保管料の増加、英文及び中文カタログ並びに上記「ナビ助」と

３種のカタログを更新したことに伴う広告宣伝費の増加、成長戦略に対応した人材投資に伴う人

件費の増加等によるものです。
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この結果、営業利益は29億42百万円（前年同四半期比9.3％増）、経常利益は30億48百万円（同

9.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は20億47百万円（同7.9％増）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、686億91百万円（前連結会計年度末比22億94百万円

減）となりました。このうち流動資産は、437億94百万円（同12億88百万円減）となりました。こ

れは、主として自己株式の取得等により現金及び預金が32億51百万円減少し、受取手形及び売掛

金が16億７百万円減少した一方、一年以内に償還期限を迎える有価証券が投資有価証券（固定資

産）からの振替により22億円増加したこと等によるものであります。固定資産は、248億97百万円

（同10億５百万円減）となりました。これは、主として、投資有価証券の評価増の一方、流動資

産への振替により９億71百万円減少したこと等によるものであります。

　

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、182億94百万円（前連結会計年度末比25億22百万円

減）となりました。このうち、流動負債は、143億80百万円（同23億91百万円減）となりました。

これは、主として支払手形及び買掛金が15億64百万円減少したこと、その他流動負債が４億10百

万円減少したこと等によるものであります。固定負債は、39億14百万円（同１億31百万円減）と

なりました。これは、長期借入金が４億50百万円減少した一方、主として投資有価証券の評価差

額発生等に伴い繰延税金負債が３億45百万円増加したこと等によるものであります。

　

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、503億97百万円（前連結会計年度末比２億27百万円

増）となりました。これは、主として利益剰余金が９億82百万円増加し、その他有価証券評価差

額金が８億21百万円増加した一方、自己株式が17億38百万円増加したこと等によるものでありま

す。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、財務活動による資金支出が営業活動及

び投資活動による資金収入を上回り、前連結会計年度末に比べ６億93百万円減少し、40億88百万

円となりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、９億11百万円の資

金収入で、前第２四半期連結累計期間に比べ収入が16億15百万円減少しました。これは、主とし

て前第２四半期連結累計期間に比べ売上債権の増減額による収入が16億97百万円減少したこと等

によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、15億87百万円の資

金収入で前第２四半期連結累計期間に比べ８億64百万円増加しました。これは、主として前第２

四半期連結累計期間に比べ投資有価証券の取得による支出が32億75百万円減少し、定期預金の預

入による支出が21億37百万円減少した一方、投資有価証券の償還による収入が43億円減少したこ

と等によるものであります。
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、31億83百万円の資

金支出で、前第２四半期連結累計期間に比べ支出が11億59百万円増加しました。これは、主とし

て前第２四半期連結累計期間に比べ自己株式の取得による支出が12億62百万円増加したこと等に

よるものであります。

なお、自己株式の取得による支出には、当社の取締役に対する業績連動型株式報酬及び当社の

社員を対象とするインセンティブ・プランの導入による株式給付信託設定のため当社が処分した

自己株式の購入資金２億24百万円を含んでおります。

 
(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間においては、新商品の開発を中心に研究開発活動のため12百万円を

計上いたしました。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更

はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 44,000,000

計 44,000,000
 

　

② 【発行済株式】
 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,688,135 20,688,135
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 20,688,135 20,688,135 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成29年７月31日

新株予約権の数(個) 50（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 5,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円)
株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに新株予

約権の目的となる株式の数を乗じた金額とする。

新株予約権の行使期間 平成29年８月17日～平成79年８月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  4,784
資本組入額 2,392（注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４
 

（注）１ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下「付与株式数」という）は100株とする。

ただし、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当

社普通株式の株式無償割当てを含む。以下株式分割の記載につき同じ）又は株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはその効

力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少

して資本金又は準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われ

る場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数

は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

また、割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を

必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株

予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という）に通知又は公告す
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る。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知

又は公告する。

２ ①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げる。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

３ ①新株予約権者は、割当日後３年間は新株予約権を行使することができない。ただし、当社の取締役の地

位を喪失した場合は、当該地位喪失の日の翌日から10年間に限り新株予約権を行使することができる。

②上記①にかかわらず、新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」内において、当社が消滅会社と

なる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案に

つき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）

には、当該承認日（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会決議日）の翌日から15日間に限り新

株予約権を行使できる。ただし、下記（注）４に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交

付される旨が合併契約、株式交換契約若しくは株式移転計画において定められている場合を除く。

③上記①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

④新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。

４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る）（以上を総称して以下「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収

合併につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割

につき吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につ

き株式交換がその効力を生じる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対

象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換

契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に

上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額

とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる

再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める開始日と組織再編行為の効力発生日のうち何れか遅い日から、

上記「新株予約権の行使期間」に定める満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記（注）２に準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

⑧新株予約権の取得条項

下記（注）５に準じて決定する。
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⑨その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）３に準じて決定する。

５ 以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権

を取得することができる。

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認

を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年９月30日 ─ 20,688,135 ─ 5,075,000 ─ 5,469,500
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(6) 【大株主の状況】
平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社井内盛英堂 大阪市北区天満４丁目10－15 2,591,573 12.53

アズワン株式会社 大阪市西区江戸堀２丁目１－27 1,922,081 9.29

JP MORGAN CHASE BANK 380072
(常任代理人 株式会社みずほ銀行)

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,
E14 5JP, UNITED KINGDOM
(東京都港区港南２丁目15-1　品川イン
ターシティＡ棟)

1,335,388 6.45

GOLDMAN, SACHS & CO.REG
(常任代理人 ゴールドマン・サックス
証券株式会社)

200 WEST STREET NEW YORK, NY, USA
(東京都港区六本木６丁目10－１ 六本木
ヒルズ森タワー)

1,243,980 6.01

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 926,425 4.48

井内 英夫 神戸市灘区 593,119 2.87

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 584,200 2.82

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 535,400 2.59

井内 郁江 兵庫県西宮市 492,203 2.38

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
(常任代理人 香港上海銀行東京支店)

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA
02111
(東京都中央区日本橋３丁目11－１）

485,274 2.35

計 ― 10,709,643 51.77
 

(注) １  信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として網羅的に把握することができないため、株主名

簿上の名義での所有株式数を記載しております。

２ アズワン株式会社所有の株式数1,922,081株は株主名簿記載上の株式数であり、平成29年９月30日現在の実

保有株式数は1,921,355株であります。

３ 平成29年４月13日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、カバウター・マ

ネージメント・エルエルシー(Kabouter Management, LLC）が平成29年４月７日現在で以下の株式を所有

している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等
保有割合
（％）

カバウター・マネージメント・エル
エルシー

アメリカ合衆国イリノイ州60611、
シカゴ、ノース・ミシガン・アベ
ニュー401、2510号室

1,250,686 6.05
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,921,300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,689,000
 

 

186,890 ―

単元未満株式 普通株式 77,835
 

 

― ―

発行済株式総数 20,688,135 ― ―

総株主の議決権 ― 186,890 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。

「完全議決権株式(その他)」の欄には、「株式給付信託（取締役向け）」及び「株式給付型ＥＳＯＰ信託」が

保有する当社株式が40,200株含まれております。また、「議決権の数」欄には、当該株式に係る議決権の数402

個が含まれております。

 

② 【自己株式等】
  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
アズワン株式会社

大阪市西区江戸堀
二丁目１番27号

1,921,300 ― 1,921,300 9.29

計 ― 1,921,300 ― 1,921,300 9.29
 

(注) 上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が700株（議決権の数

７個）があります。なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含めて

おります。

「株式給付信託（取締役向け）」及び「株式給付型ＥＳＯＰ信託」が保有する当社株式40,200株は、上記の自

己保有株式には含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

 (平成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７

月１日から平成29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受

けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 17,573,487 14,321,607

  受取手形及び売掛金 16,864,719 ※2  15,256,984

  電子記録債権 3,888,205 ※2  4,127,948

  有価証券 - 2,200,824

  たな卸資産 ※1  6,142,867 ※1  6,840,034

  繰延税金資産 317,735 304,748

  その他 313,486 758,105

  貸倒引当金 △17,344 △15,927

  流動資産合計 45,083,157 43,794,327

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,221,951 2,274,317

   土地 2,200,370 2,199,851

   その他（純額） 982,398 920,025

   有形固定資産合計 5,404,721 5,394,194

  無形固定資産 770,475 723,323

  投資その他の資産   

   投資有価証券 15,077,763 14,106,536

   繰延税金資産 7,229 7,923

   投資不動産（純額） 4,056,427 4,012,713

   その他 615,418 672,277

   貸倒引当金 △28,794 △19,600

   投資その他の資産合計 19,728,044 18,779,850

  固定資産合計 25,903,241 24,897,368

 資産合計 70,986,399 68,691,695

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 12,343,588 ※2  10,779,547

  短期借入金 1,020,000 1,000,000

  未払法人税等 1,397,726 1,095,858

  賞与引当金 526,328 431,317

  その他 1,483,645 1,073,307

  流動負債合計 16,771,288 14,380,030

 固定負債   

  長期借入金 2,475,000 2,025,000

  繰延税金負債 172,840 518,695

  役員退職慰労引当金 7,363 －

  退職給付に係る負債 20,988 22,918

  資産除去債務 624,231 626,106

  その他 745,280 721,605

  固定負債合計 4,045,704 3,914,325

 負債合計 20,816,992 18,294,356
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,075,000 5,075,000

  資本剰余金 5,469,500 5,584,311

  利益剰余金 40,678,021 41,660,878

  自己株式 △3,804,254 △5,542,735

  株主資本合計 47,418,266 46,777,454

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,604,305 3,426,122

  繰延ヘッジ損益 △220 41,276

  為替換算調整勘定 103,372 84,887

  その他の包括利益累計額合計 2,707,457 3,552,286

 新株予約権 43,682 67,597

 純資産合計 50,169,406 50,397,339

負債純資産合計 70,986,399 68,691,695
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 25,532,321 27,910,472

売上原価 17,741,563 19,344,442

売上総利益 7,790,757 8,566,029

販売費及び一般管理費 ※  5,098,823 ※  5,623,406

営業利益 2,691,933 2,942,623

営業外収益   

 受取利息 39,313 30,376

 受取配当金 12,931 14,505

 不動産賃貸料 184,770 188,044

 その他 12,641 15,619

 営業外収益合計 249,656 248,546

営業外費用   

 支払利息 27,264 21,313

 不動産賃貸原価 102,024 94,164

 その他 24,670 26,749

 営業外費用合計 153,958 142,227

経常利益 2,787,631 3,048,941

特別利益   

 投資有価証券売却益 1,157,324 －

 特別利益合計 1,157,324 －

特別損失   

 減損損失 1,157,575 －

 特別損失合計 1,157,575 －

税金等調整前四半期純利益 2,787,379 3,048,941

法人税、住民税及び事業税 1,247,486 1,023,717

法人税等調整額 △358,773 △22,678

法人税等合計 888,713 1,001,038

四半期純利益 1,898,666 2,047,902

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,898,666 2,047,902
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 1,898,666 2,047,902

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △184,508 821,817

 繰延ヘッジ損益 19,083 41,497

 為替換算調整勘定 △150,977 △18,485

 その他の包括利益合計 △316,401 844,829

四半期包括利益 1,582,264 2,892,732

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,582,264 2,892,732

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 2,787,379 3,048,941

 減価償却費 450,534 408,698

 減損損失 1,157,575 －

 受取利息及び受取配当金 △52,244 △44,882

 支払利息 27,264 21,313

 売上債権の増減額（△は増加） 3,059,396 1,362,097

 たな卸資産の増減額（△は増加） △141,122 △700,376

 仕入債務の増減額（△は減少） △2,075,825 △1,561,064

 その他 △1,496,521 △362,727

 小計 3,716,436 2,172,001

 利息及び配当金の受取額 59,780 44,376

 利息の支払額 △27,359 △21,302

 法人税等の支払額 △1,221,751 △1,283,239

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,527,105 911,835

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △2,137,600 －

 定期預金の払戻による収入 1,137,600 2,245,550

 投資有価証券の取得による支出 △3,300,000 △25,000

 投資有価証券の償還による収入 4,300,000 －

 投資有価証券の売却による収入 1,171,266 －

 有形固定資産の取得による支出 △287,331 △420,364

 無形固定資産の取得による支出 △170,138 △118,209

 その他 8,909 △94,471

 投資活動によるキャッシュ・フロー 722,705 1,587,504

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △20,000 △20,000

 長期借入金の返済による支出 △450,000 △450,000

 自己株式の取得による支出 △585,189 △1,847,985

 自己株式の処分による収入 － 224,316

 配当金の支払額 △959,000 △1,063,960

 リース債務の返済による支出 △10,167 △26,094

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,024,356 △3,183,724

現金及び現金同等物に係る換算差額 △30,887 △8,869

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,194,567 △693,253

現金及び現金同等物の期首残高 5,538,704 4,781,787

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  6,733,271 ※  4,088,533
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【注記事項】

(追加情報)

(株式給付信託（取締役向け）の導入)

当社は、平成29年６月29日開催の第56回定時株主総会決議に基づき、平成29年８月16日より、

当社取締役に対する株式報酬制度（以下「本制度」という）を導入しております。

 
(１)取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、対象となる取

締役に対して、当社が定める取締役株式給付規程に従って、毎期の業績達成度等に応じて付与さ

れるポイントに相当する当社株式及び当社株式の時価相当額の金銭を給付する業績連動型の株式

報酬制度です。また、取締役が当社株式の給付を受ける時期は、原則として当該取締役の退任時

となります。なお、当初設定する本制度の対象期間は、平成30年３月末日で終了する事業年度か

ら平成32年３月末日で終了する事業年度までの３年間です。

 
(２)信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産

の部に自己株式として計上しています。当第２四半期連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額

及び株式数は、46百万円、8,400株です。

 
(株式給付型ＥＳＯＰ信託の導入)

当社は、平成29年７月31日開催の取締役会決議に基づき、平成29年８月16日より、当社の社員

のインセンティブ・プランの一つとして業績連動型株式給付制度「株式給付型ＥＳＯＰ信託」

（以下「本制度」という）を導入しております。

 
(１)取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、対象となる社

員に対して、当社が定める社員株式給付規程に従って、毎期の業績達成度等に応じて付与される

ポイントに相当する当社株式及び当社株式の時価相当額の金銭を給付する業績連動型の株式給付

制度です。また、社員が当社株式の給付を受ける時期は、社員株式給付規程によります。なお、

当初設定する本制度の対象期間は、平成30年３月末日で終了する事業年度から平成32年３月末日

で終了する事業年度までの３年間です。

 
(２)信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産

の部に自己株式として計上しています。当第２四半期連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額

及び株式数は、177百万円、31,800株です。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１   たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

商品及び製品 6,048,764千円 6,732,585千円

原料品及び貯蔵品 94,103 107,449 
 

　

※２  四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日または決済日をもって決済処理してお

ります。なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形等が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

受取手形 ― 349,329千円

電子記録債権 ― 318,505

支払手形 ― 4,149
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

運賃及び保管費 1,168,153千円 1,266,213千円

貸倒引当金繰入額 △7,785 △2,441 

役員報酬・給与及び賞与 1,198,810 1,323,836 

賞与引当金繰入額 405,052 426,911 

退職給付費用 38,882 39,394 

役員退職慰労引当金繰入額 499 8,636 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金勘定 17,178,399千円 14,321,607千円

流動資産のその他に含まれる預け金 1,420,372 306,925

計 18,598,771 14,628,533

預入期間が３カ月を超える定期預金 △11,865,500 △10,540,000

現金及び現金同等物 6,733,271 4,088,533
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 958,126 50 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連

結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 1,027,021 54 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,065,044 56 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連

結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月31日
取締役会

普通株式 1,069,706 57 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金
 

（注）平成29年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金2,291千円

が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

報告セグメントが一つのため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 99円27銭 108円15銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 1,898,666 2,047,902

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

1,898,666 2,047,902

普通株式の期中平均株式数(株) 19,126,914 18,935,478

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 99円22銭 108円07銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 8,170 14,555

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する当社株式は、「１株当たり四半期純利益金

額」及び「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する

自己株式に含めております。

「１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」の算定上、控除した当

該自己株式の期中平均株式数は前第２四半期連結累計期間０株、当第２四半期連結累計期間10,105株でありま

す。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第57期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当については、平成29年10月31

日開催の取締役会において、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次の

とおり中間配当を行うことを決議いたしました。

(イ) 配当金の総額                                  1,069,706,460円

(ロ) １株当たりの金額                              57円00銭

(ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日          平成29年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月10日

ア  ズ  ワ  ン  株  式  会  社

取  締  役  会    御  中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   林         由   佳   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   美   和   一   馬   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアズワン株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アズワン株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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